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教育委員会の権限に属する事務ではなくなることから、地教行法 17 条 1 項（「教育長
は、教育委員会の指揮監督の下に、教育委員会の権限に属するすべての事務をつかさど
る」）の反対解釈が適用され、指揮監督権が制限されると解釈されてきたことを明らか
にした。このように教育委員会と教育長の指揮監督関係は、その運用過程で、前者から
後者への包括的な事務の委任と、指揮監督権の制限が行われ、特殊な＜執行機関－補助
機関＞関係をつくりだしてきたことを指摘した。 
 事務委任を通じて教育委員会の指揮監督権が制限されてきたなかで、第 4章では、教
育委員会の指揮監督責任がいかに追及されるかを学説と判例を通じて考察するもので
ある。その結果、地教行法 17条 1項は、教育委員会の指揮監督責任を問うよりも、教
育委員会の権限に属するすべての事務をつかさどる立場にある教育長の事務執行の正
当性を確認する根拠規定として用いられてきたこと、違法な行政処分や教育関連事故に
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関して教育委員会の組織的過失を問う事例が多数存在する一方で、教育委員会の教育長
に対する指揮監督責任を追及する事例が少ないことを明らかにした。このことは、企業
の取締役会と比較したとき、取締役には代表取締役等に対する監督責任が包括的に問わ
れることとなっている制度設計と対照的であることを示した。 
第 3の問いである指揮監督権の実効性を確保する手段としては、通常は、上級機関が
有する下級機関の任免権が重視される。しかし、現行の教育委員会制度の場合、教育長
が教育委員を兼任しているために実質的な任命は教育委員を任命する首長が行ってお
り、指揮監督の手段としての影響力は減じられる。そこで本論文は、それに代わる手段
として、近年の教育委員会の評価制度に着目した（第 5、6章）。第 5章では、2007年
の地教行法改正によって教育委員会に点検・評価制度が導入された過程を考察し、当初、
教育委員会への評価制度の導入が、教育委員会の指揮監督の強化を企図したものであっ
たこと、しかしその後「点検・評価」に修正される過程で、議会や住民に対する教育委
員会組織全体の説明責任が強調され、指揮監督の強化という目的が後退したことを明ら
かにした。 
第 6章では、教育委員会の評価制度について東京都中野区を対象に事例研究を行った。
点検・評価を実施していた東京都の他の区では、取組み状況を評価表に明記していたが、
依然として活動指標が中心であったのに対し、中野区は、費用と成果指標にもとづいて
評価が行われていた。ただし、同区の評価が首長部局主導で行われていたことから、評
価過程での教育委員会のリーダーシップには課題がみられ、評価による教育委員会の指
揮監督の強化には至っていないことを明らかにした。 
 以上の分析をふまえて、教育委員会と教育長の権限関係が、法文上は指揮監督関係を
維持しながらも、運用によってその内容が制限され、指揮監督権の実効性を確保する手
段の点でも限界を有していることを明らかにした。そのうえで、終章ではこうした教育
委員会制度の特殊性を他の合議制組織との比較の下にあらためて整理・総括し、近年の
教育委員会制度の改革論議を指揮監督権の観点から論じて、本論文の含意と今後の課題
を示した。 
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